










＜収入の部＞

千円 千円 千円

〈価格安定対策事業〉 327,758 344,218 -16,460

交付準備金収入 327,755 344,212 -16,457

野菜交付準備金収入 ( 289,779 ) ( 303,630 ) ( -13,851 )

特定野菜交付準備金収入 ( 37,976 ) ( 40,582 ) ( -2,606 )

3 6 -3

〈果樹経営支援対策事業〉 183,607 128,050 55,557

129,000 128,050 950

54,607 0 54,607

3,023 3,150 -127

指定野菜準備金補助金収入 3,023 3,150 -127

〈管　理　費〉 21,327 21,935 -608

財産運用収入 4 4 0

特定資産資産運用収入 303 303 0

特別基金運用益 ( 24 ) ( 24 ) ( 0 )

積立金運用益 ( 9 ) ( 9 ) ( 0 )

預かり出資金運用益 ( 270 ) ( 270 ) ( 0 )

事務費補助金収入 8,516 8,214 302

山形県補助金 ( 4,917 ) ( 4,961 ) ( -44 )

中央果実協会 ( 3,599 ) ( 3,253 ) ( 346 )

事務負担金収入 5,204 5,814 -610

事務受託収入 6,810 7,110 -300

全農山形 ( 5,500 ) ( 5,500 ) ( 0 )

農畜産機構 ( 1,310 ) ( 1,610 ) ( -300 )

雑収入 490 490 0

535,715 497,353 38,362

※　定款の規定により、常勤の理事(常務理事)に対して報酬を支払うこととし、令和４年度は、

収　　　入　　　合　　　計

果樹経営支援対策補助金収入

〈野菜生産出荷安定資金造成事業〉

果樹気象災害対応緊急支援補助金収入

交付準備金運用益収入

令和４年度収支予算

 科 目 予 算  額 前年度予算額 差引



＜支出の部＞

千円 千円 千円 千円

〈価格安定対策事業〉 327,758 344,218 -16,460

補給金 296,856 332,878 -36,022

野菜補給金 ( 263,240 ) ( 295,081 ) ( -31,841 )

特定野菜補給金 ( 33,616 ) ( 37,797 ) ( -4,181 )

返戻金 30,899 11,334 19,565

野菜返戻金 ( 26,539 ) ( 8,549 ) ( 17,990 )

特定野菜返戻金 ( 4,360 ) ( 2,785 ) ( 1,575 )

3 6 -3

〈果樹経営支援対策事業〉 183,607 128,050 55,557

果樹経営支援対策事業費 129,000 128,050 950

54,607 0 54,607

3,023 3,150 -127

納付金 3,023 3,150 -127

〈管　理　費〉 21,327 21,935 -608

会議費 673 705 -32

人件費 13,303 13,305 -2

役員報酬 ( 4,280 ) ( 4,302 ) ( -22 )

給料手当 ( 6,502 ) ( 6,468 ) ( 34 )

社会保険料(役員分） ( 662 ) ( 664 ) ( -2 )

社会保険料(職員分） ( 1,073 ) ( 1,073 ) ( 0 )

退職給付引当金繰入 ( 786 ) ( 798 ) ( -12 )

旅費交通費 532 699 -167

事務費 5,501 5,641 -140

消耗品費 ( 60 ) ( 60 ) ( 0 )

印刷製本代 ( 450 ) ( 600 ) ( -150 )

通信運搬費 ( 452 ) ( 452 ) ( 0 )

図書費 ( 81 ) ( 81 ) ( 0 )

事務所費 ( 1,929 ) ( 1,929 ) ( 0 )

賃金 ( 2,169 ) ( 2,160 ) ( 9 )

社会保険料 ( 360 ) ( 359 ) ( 1 )

諸経費 1,318 1,585 -267

雑費 ( 1,318 ) ( 1,585 ) ( -267 )

535,715 497,353 38,362

　5,000千円以内の額とする。

支　　　出　　　合　　　計

〈野菜生産出荷安定資金造成事業〉

果樹気象災害対応緊急支援事業費

 科 目 予 算 額 前年度予算額 差引

交付準備金運用益繰入







　（１）資金調達の見込みについて

　　　当期中に借入れによる資金調達の予定はありません。

　（２）設備投資の見込みについて

　　　当期中に重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定はありません。

資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

令和４年４月１日から令和５年３月31日まで


